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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】印刷画像中の残像の発生が最小限に抑えられているかまたは実質的に除かれてい
る実施形態によれば、移動電流（ｔｒａｎｓｆｅｒ　ｃｕｒｒｅｎｔ）の大きなシステム
において許容可能な印刷品質が得られると考えられる光導電体が提供される。
【解決手段】基板と、グラウンドプレーン層と、グラウンドプレーン層上の下引き層と、
電荷発生層と、少なくとも１つの電荷輸送層とを含み、下引き層がアミノシランおよびホ
スホネートを含む光導電体。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、グラウンドプレーン層と、前記グラウンドプレーン層上の下引き層と、電荷発
生層と、少なくとも１つの電荷輸送層とを含み、前記下引き層がアミノシランおよびホス
ホネートを含む、光導電体。
【請求項２】
　前記アミノシランが前記下引き層の固形全量の５０～９９．９重量パーセントの量で存
在し、前記ホスホネートが前記下引き層の固形全量の０．１～５０重量パーセントの量で
存在し、前記下引き層中の前記アミノシラン及びホスホネートの合計が固形全量の１００
パーセントであり、前記アミノシランが３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニルアミノプロピルトリ
メトキシシラン、トリエトキシシリルプロピルエチレンジアミン、トリメトキシシリルプ
ロピルエチレンジアミン、トリメトキシシリルプロピルジエチレントリアミン、Ｎ－アミ
ノエチル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエチル－３－アミノ
プロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエチル－３－アミノプロピルトリス（エチ
ルエトキシ）シラン、ｐ－アミノフェニルトリメトキシシラン、Ｎ、Ｎ’－ジメチル－３
－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン、３
－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－メチルアミノプロピルトリエトキシシラン、
メチル［２－（３－トリメトキシシリルプロピルアミノ）エチルアミノ］－３－プロピオ
ネート、（Ｎ、Ｎ’－ジメチル－３－アミノ）プロピルトリエトキシシラン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノフェニルトリエトキシシラン、トリメトキシシリルプロピルジエチレントリ
アミン、およびこれらの混合物のうち少なくとも１つであり、前記電荷輸送層が１層、２
層、３層、または４層であり、前記ホスホネートが下記一般式で表され、
【化１】

式中、Ｒ1はアルキルまたはアリールであり、Ｒ2およびＲ3はそれぞれ独立して、水素、
アルキル、およびアリール、並びにそれらの誘導体の少なくとも１つである、請求項１に
記載の光導電体。
【請求項３】
　前記ホスホネートがＮ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエチル）アミノメタンホスホン
酸ジエチルエステル、（メチルチオメチル）ホスホン酸ジエチルエステル、２－ヒドロキ
シエチルホスホン酸ジメチルエステル、シアノメチルホスホン酸ジエチルエステル、ジ－
ｎ－ブチルＮ，Ｎ－ジエチルカルバモイルメチルホスホネート、ジブチルＮ，Ｎ－ジエチ
ルカルバモイルホスホネート、ジエチル（フタルイミドメチル）ホスホネート、ジエチル
１－ピロリジンメチルホスホネート、ジエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジルホスホネート、ジフェニル（２，３－ジヒドロ－２－チオキソ－３－ベン
ゾオキサゾリル）ホスホネート、モノエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンジルホスホネート、テトラエチル［４，４’－ビフェニリレンビス（メチレン）
］ビスホスホネート、ジエチル４－メトキシフェニルホスホネート、テトラエチル［アン
トラセン－９，１０－ジイルビス（メチレン）］ビスホスホネート、ジエチルベンジルホ
スホネート、ビス（２，２，２－トリフルオロエチル）（メトキシカルボニルメチル）ホ
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スホネート、ジエチルフェナシルホスホネート、ジエチル（３－クロロベンジル）ホスホ
ネート、ジエチルシアノホスホネート、およびジエチルフェニルホスホネートの少なくと
も１つである、請求項１に記載の光導電体。
【請求項４】
　前記電荷輸送層が、下記一般式で表される化合物の少なくとも１つを含み、
【化２】

式中、Ｘ、Ｙ、Ｚは独立して、アルキル、アルコキシ、アリール、ハロゲン、およびそれ
らの混合物からなる群から選択され、前記電荷発生層が、チタニルフタロシアニン、ヒド
ロキシガリウムフタロシアニン、ハロガリウムフタロシアニン、ビスペリレン、およびそ
れらの混合物の少なくとも１つを含む顔料を含む、請求項１に記載の光導電体。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの電荷輸送層が電荷輸送成分および樹脂バインダを含み、前記電荷
発生層が少なくとも１つの電荷発生顔料および樹脂バインダを含み、前記電荷発生層が前
記基板と前記電荷輸送層との間に位置し、前記アミノシランが、下記一般式で表され、
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【化３】

式中、Ｒ1は炭素数１～２５のアルキレン基であり、Ｒ2およびＲ3は独立して、水素、炭
素数１～５のアルキル、炭素数６～３６のアリール、およびポリ（アルキレンアミノ）基
の少なくとも１つからなる群から選択され、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ5は独立して、炭素数１
～６のアルキル基から選択され、
　前記ホスホネートが、Ｎ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエチル）アミノメタンホスホ
ン酸ジエチルエステル、（メチルチオメチル）ホスホン酸ジエチルエステル、２－ヒドロ
キシエチルホスホン酸ジメチルエステル、シアノメチルホスホン酸ジエチルエステル、ジ
－ｎ－ブチルＮ，Ｎ－ジエチルカルバモイルメチルホスホネート、ジブチルＮ，Ｎ－ジエ
チルカルバモイルホスホネート、ジエチル（フタルイミドメチル）ホスホネート、ジエチ
ル１－ピロリジンメチルホスホネート、ジエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンジルホスホネート、ジフェニル（２，３－ジヒドロ－２－チオキソ－３－ベ
ンゾオキサゾリル）ホスホネート、モノエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジルホスホネート、テトラエチル［４，４’－ビフェニリレンビス（メチレン
）］ビスホスホネート、ジエチル４－メトキシフェニルホスホネート、テトラエチル［ア
ントラセン－９，１０－ジイルビス（メチレン）］ビスホスホネート、ジエチルベンジル
ホスホネート、ビス（２，２，２－トリフルオロエチル）（メトキシカルボニルメチル）
ホスホネート、ジエチルフェナシルホスホネート、ジエチル（３－クロロベンジル）ホス
ホネート、ジエチルシアノホスホネート、およびジエチルフェニルホスホネートの少なく
とも１つである、請求項１に記載の光導電体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書は正孔阻止層を開示し、より詳細には、例えばアミノシランおよびホスホネー
トを含む正孔阻止層または下引き層（ＵＣＬ）を有する光導電体を開示し、前記層は例え
ば金または金含有化合物のグランドプレーン層等の第１の層上にコーティングまたは付与
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００２】
【特許文献１】米国特許第４，２６５，９９０号公報
【特許文献２】米国特許第４，４６４，４５０号公報
【特許文献３】米国特許第４，９２１，７６９号公報
【特許文献４】米国特許第５，３８５，７９６号公報
【特許文献５】米国特許第５，４４９，５７３号公報
【特許文献６】米国特許第５，９２８，８２４号公報
【特許文献７】米国特許第６，０１５，６４５号公報
【特許文献８】米国特許第６，１５６，４６８号公報
【特許文献９】米国特許第６，１７７，２１９号公報
【特許文献１０】米国特許第６，２５５，０２７号公報
【特許文献１１】米国特許第６，９１３，８６３号公報
【特許文献１２】米国特許第７，３１２，００７号公報
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【特許文献１３】米国特許公開第２００７００４９６７７号公報
【特許文献１４】米国特許公開第２００７０２４３４７６号公報
【特許文献１５】米国特許公開第２００８０００８９４７号公報
【特許文献１６】米国特許公開第２００８００３２２１９号公報
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　実施形態では、開示されている正孔阻止層または下引き層を含む光導電体によって、例
えば以下のことが提供される：グラウンドプレーン層から生成する正孔または正電荷の移
動の阻止または最小化；優れたサイクル安定性；およびそれによる、特にゼログラフィー
によるカラーコピーのカラー印刷の安定性。光導電体の優れたサイクル安定性とは、例え
ば作成される公知の光放電曲線（ＰＩＤＣ）の変化がほとんどないかまたは最小限である
ことを意味し、特に光導電体の多数回の放充電サイクル（例えば約２０万回の印刷）後、
または例えば約８万～２０万回のゼログラフィー印刷後において残留電位のサイクルアッ
プがないかまたは最小限であることを意味する。優れたカラー印刷安定性とは、例えばベ
タ塗り領域の密度が実質的に変化しないかまたは変化が最小限である（特に６０パーセン
トのハーフトーン印刷において）こと、および多数回のゼログラフィー印刷（例えば５万
回）後における印刷物間でどの色もムラがないかまたはムラが最小限であることを意味す
る。
【０００４】
　更に、実施形態では、開示している光導電体は以下を有すると考えられる：現像した画
像（ゼログラフィー画像等）上で、望ましくない残像の発生が最小限であるかまたは実質
的に除かれていること（種々の相対湿度における残像発生の改善を含む）；優れたサイク
ル特性および安定な電気的特性；許容可能な電荷不足スポット（ｃｈａｒｇｅ　ｄｅｆｉ
ｃｉｅｎｔ　ｓｐｏｔ：ＣＤＳ）；およびポリカーボネート等の電荷発生性並びに電荷輸
送性の樹脂バインダとの共存性。電荷阻止層および正孔阻止層は、一般に「下引き層」と
同義に使用される。
【０００５】
　ゼログラフィーサイクルの露光および現像段階中、トラップされた電子は主に電荷発生
層（ＣＧＬ）と下引き層（ＵＣＬ）との界面またはその近傍にあり、正孔は主に電荷発生
層と電荷輸送層（ＣＴＬ）との界面またはその近傍に存在する。移動段階中、トラップさ
れた電荷は電場に従って移動することができ、電子はＣＧＬ／ＵＣＬからＣＴＬ／ＣＧＬ
の界面へと、正孔はＣＴＬ／ＣＧＬからＣＧＬ／ＵＣＬの界面へと移動することができ、
これらは移動性のない深いトラップ部を形成する。その結果、連続画像を印刷するときに
、蓄積された電荷によって、現在印刷中の画像の画像密度が変化し、前回の印刷画像が映
ってしまう。そこで、下引き層の所望の厚さを犠牲にすることなく感光体への電荷の蓄積
を最小限にするかまたは除く必要があり、他の光導電層（電荷発生層等）にＵＣＬが長時
間（例えばゼログラフィー画像形成サイクル約１，０００，０００回分）適切に接着でき
る必要がある。したがって、下引き層または阻止層に使用されている多数の従来の材料に
は、印刷の品質特性を悪くする多くの欠点がある。例えば、残像の発生、電荷不足スポッ
ト、およびバイアス帯電ロールのリークによるブレークダウンという問題がよく発生する
。残像の発生は、光導電体のどこかに電荷が蓄積された結果であると考えられており、電
荷が蓄積された結果、連続画像を印刷するときに、蓄積された電荷によって現在印刷中の
画像の画像密度が変化し、前回の印刷画像が映ってしまう。
【０００６】
　本開示の範囲にはまた、本明細書に記載の光導電性デバイスを用いた画像形成方法およ
び印刷方法も含まれる。これらの方法では一般的に、画像形成部材上に静電潜像を形成し
、その画像を、熱可塑性樹脂、着色剤（顔料等）、電荷添加剤、表面添加剤等を含むトナ
ー組成物で現像する。
【０００７】
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　実施形態では、本明細書に開示されている光導電体は、例えば約４００～約９００ナノ
メートル、特に約６５０～約８５０ナノメートルの波長領域に感受性であり、したがって
、ダイオードレーザーを光源として選択することができる。
【０００８】
　本明細書に記載の、印刷画像中の残像の発生が最小限に抑えられているかまたは実質的
に除かれている実施形態によれば、移動電流（ｔｒａｎｓｆｅｒ　ｃｕｒｒｅｎｔ）の大
きなシステムにおいて許容可能な印刷品質が得られると考えられる光導電体が提供される
。
【０００９】
　本明細書に開示されている実施形態はまた、基板と、グラウンドプレーン層と、該グラ
ウンドプレーン層（特に金または金含有グラウンドプレーン）上に設けられたまたは付与
された本明細書に記載の下引き層と、電荷発生層と、該電荷発生層上に形成された電荷輸
送層と、を含む光導電体；並びに基板と、グラウンドプレーン層と、該グラウンドプレー
ン層上に設けられた、アミノシランおよびホスホネートを含む下引き層であって、金グラ
ウンドプレーンの正孔阻止、ＣＤＳの最小化、光導電体の優れたサイクル安定性を提供し
、したがってゼログラフィー印刷の色安定性を提供するように主に機能する下引き層と、
を含む光導電体を包含する。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本開示の態様は、基板と、グラウンドプレーン層と、該グラウンドプレーン層上の、ア
ミノシランおよびホスホネートを含む下引き層と、電荷発生層と、少なくとも１つの電荷
輸送層と、を含む光導電体；基板と、グラウンドプレーン層と、該グラウンドプレーン層
上の、アミノシランおよびホスホネートの混合物を含む下引き層と、電荷発生層と、電荷
輸送層と、を含む光導電体；支持基板と、グラウンドプレーン層と、アミノシランおよび
ホスホネートの混合物を含む正孔阻止層と、電荷発生層と、電荷輸送層と、を順番に含み
、上記ホスホネートがＮ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエチル）アミノメタンホスホン
酸ジエチルエステル、（メチルチオメチル）ホスホン酸ジエチルエステル、２－ヒドロキ
シエチルホスホン酸ジメチルエステル、シアノメチルホスホン酸ジエチルエステル、ジ－
ｎ－ブチルＮ，Ｎ－ジエチルカルバモイルメチルホスホネート、ジブチルＮ，Ｎ－ジエチ
ルカルバモイルホスホネート、ジエチル（フタルイミドメチル）ホスホネート、ジエチル
１－ピロリジンメチルホスホネート、ジエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジルホスホネート、ジフェニル（２，３－ジヒドロ－２－チオキソ－３－ベン
ゾオキサゾリル）ホスホネート、モノエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンジルホスホネート、テトラエチル［４，４’－ビフェニリレンビス（メチレン）
］ビスホスホネート、ジエチル４－メトキシフェニルホスホネート、テトラエチル［アン
トラセン－９，１０－ジイルビス（メチレン）］ビスホスホネート、ジエチルベンジルホ
スホネート、ビス（２，２，２－トリフルオロエチル）（メトキシカルボニルメチル）ホ
スホネート、ジエチルフェナシルホスホネート、ジエチル（３－クロロベンジル）ホスホ
ネート、ジエチルシアノホスホネート、およびジエチルフェニルホスホネートからなる群
から選択される、剛性ドラム型光導電体またはフレキシブル光導電体；基板と、該基板上
の、アミノシランおよびホスホネートを含む下引き層と、電荷発生層と、少なくとも１つ
の電荷輸送層（ここで少なくとも１つとは、例えば１～約７、１～約５、１～約３、１、
または２つの層のことである）と、を含む光導電体；支持基板と、金のグラウンドプレー
ン層と、該グラウンドプレーン層上の、アミノシランおよびホスホネートの混合物を含む
下引き層と、電荷発生層と、電荷輸送層と、を含む光導電体；非導電性基板等の支持基板
と、該支持基板上のグラウンドプレーン層と、アミノシランおよびホスホネートを含む正
孔阻止層と、電荷発生層と、電荷輸送層とを順番に含む、剛性ドラム型またはフレキシブ
ルベルト型光導電体；基板と、グラウンドプレーン層と、本明細書に記載の丈夫な下引き
層と、下引き層上に形成させた少なくとも１つの画像形成層（電荷発生層および１または
複数の電荷輸送層等）と、を含む光導電性部材または光導電性デバイス；電荷発生層が電
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荷輸送層と基板の間に位置し、該層が樹脂バインダを含む、光導電体；少なくとも基板層
、グラウンドプレーン層、下引き層（ここで該下引き層は基板と該下引き層上に順番に付
与された電荷発生層および電荷輸送層との間にある）を通常含む、電子写真画像形成部材
に関する。
【００１１】
　金または金含有化合物の他のグラウンドプレーン層の例としては、アルミニウム、チタ
ン、チタン／ジルコニウム、および他の公知の化合物が含まれる。金属グラウンドプレー
ンの厚さは約１０～約１００ナノメートルである。具体的には、実施形態におけるグラウ
ンドプレーンの厚さは約２０～約５０ナノメートル、より具体的には厚さ約３５ナノメー
トルであり、チタンまたはチタン／ジルコニウムのグラウンドプレーンの厚さは、例えば
約１０～約３０ナノメートル、より具体的には厚さ約２０ナノメートルである。
【００１２】
　実施形態の下引き層は、アミノシランおよびホスホネートの混合物の他に、多数の好適
な公知の成分を含んでもよい。
【００１３】
　ホスホネートの例としては、次の構造／式
【００１４】
【化１】

【００１５】
（式中、Ｒ1はアルキルまたはアリール、およびそれらの誘導体であり、Ｒ2およびＲ3は
それぞれ独立して水素、アルキル、またはアリール、およびそれらの誘導体である。）で
表すことができるものがある。Ｒ1の例としては、Ｎ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエ
チル）アミノメタン、メチルチオメチル、２－ヒドロキシエチル、シアノメチル、Ｎ，Ｎ
－ジエチルカルバモイルメチル, Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイル、フタルイミドメチル、
１－ピロリジンメチル、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル、２，
３－ジヒドロ－２－チオキソ－３－ベンゾオキサゾリル、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－ヒドロキシベンジル、４－メトキシフェニル、ベンジル、メトキシカルボニルメチ
ル、フェナシル、３－クロロベンジル、フェニル、シアノが含まれる。Ｒ2およびＲ3の例
としては、水素、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、
フェニル、２，２，２－トリフルオロエチルが含まれる。
【００１６】
　ホスホネートの具体例としては、Ｎ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエチル）アミノメ
タンホスホン酸ジエチルエステル、（メチルチオメチル）ホスホン酸ジエチルエステル、
２－ヒドロキシエチルホスホン酸ジメチルエステル、シアノメチルホスホン酸ジエチルエ
ステル、ジ－ｎ－ブチルＮ，Ｎ－ジエチルカルバモイルメチルホスホネート、ジブチルＮ
，Ｎ－ジエチルカルバモイルホスホネート、ジエチル（フタルイミドメチル）ホスホネー
ト、ジエチル１－ピロリジンメチルホスホネート、ジエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、ジフェニル（２，３－ジヒドロ－２－チオキ
ソ－３－ベンゾオキサゾリル）ホスホネート、モノエチル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、テトラエチル［４，４’－ビフェニリレンビス
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エチル［アントラセン－９，１０－ジイルビス（メチレン）］ビスホスホネート、ジエチ
ルベンジルホスホネート、ビス（２，２，２－トリフルオロエチル）（メトキシカルボニ
ルメチル）ホスホネート、ジエチルフェナシルホスホネート、ジエチル（３－クロロベン
ジル）ホスホネート、ジエチルシアノホスホネート、ジエチルフェニルホスホネートが含
まれる。
【００１７】
　実施形態では、下引き層中に存在するホスホネートは次の式／構造の少なくとも１つで
表される。
【００１８】
【化２】
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【化３】

【００１９】
　正孔阻止層に含まれるアミノシランの例としては、次の構造／式で表すことができるも
のがある。
【００２０】
【化４】

【００２１】
　式中、Ｒ1は、例えば炭素数１～約２５の、アルキレン基であり、Ｒ2およびＲ3は独立
して、水素、例えば炭素数１～約５、より具体的には炭素数約３の、アルキル；フェニル
基およびポリ（エチレン等のアルキレンアミノ）基等の、例えば炭素数約６～約３６個の
アリールの少なくとも１つからなる群から選択され、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6は独立して、
例えば炭素数１～約６、より具体的には炭素数約４の、アルキル基から選択される。
【００２２】
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　アミノシランの具体例としては、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニルアミノプロピルトリメト
キシシラン、トリエトキシシリルプロピルエチレンジアミン、トリメトキシシリルプロピ
ルエチレンジアミン、トリメトキシシリルプロピルジエチレントリアミン、Ｎ－アミノエ
チル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエチル－３－アミノプロ
ピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエチル－３－アミノプロピルトリス（エチルエ
トキシ）シラン、ｐ－アミノフェニルトリメトキシシラン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－３－ア
ミノプロピルトリエトキシシラン、３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン、３－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－メチルアミノプロピルトリエトキシシラン、メチ
ル［２－（３－トリメトキシシリルプロピルアミノ）エチルアミノ］－３－プロピオネー
ト、（Ｎ，Ｎ’－ジメチル－３－アミノ）プロピルトリエトキシシラン、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノフェニルトリエトキシシラン、トリメトキシシリルプロピルジエチレントリアミ
ン、およびこれらの混合物が含まれる。更により具体的なアミノシラン材料として、３－
アミノプロピルトリエトキシシラン（γ－ＡＰＳ）、Ｎ－アミノエチル－３－アミノプロ
ピルトリメトキシシラン、（Ｎ，Ｎ’－ジメチル－３－アミノ）プロピルトリエトキシシ
ラン、およびこれらの混合物がある。
【００２３】
　アミノシランを、最終的な下引きコーティング用の溶液または分散液に加える前に、加
水分解して加水分解シラン溶液を生成させてもよい。アミノシランの加水分解中、アルコ
キシ基等の加水分解性基は水酸基で置換される。加水分解シラン溶液のｐＨは、硬化性に
ついて優れた特性が得られるように、また電気的に安定させるために、調整することがで
きる。溶液のｐＨは、例えば約４～約１０、より具体的には約７～約８を選択することが
できる。加水分解シラン溶液のｐＨの調整は、一般的には有機酸または無機酸等の、いず
れの好適な材料で達成される場合がある。典型的な有機酸または無機酸としては、酢酸、
クエン酸、ギ酸、水素ヨウ化物、リン酸、ケイフッ酸、ｐ－トルエンスルホン酸が含まれ
る。
【００２４】
　種々の量のホスホネートを正孔阻止層に含めることができ、正孔阻止層中の全固形成分
に対して、例えば約０．１～約５０重量パーセント、約１～約４０重量パーセント、また
は約５～約３０重量パーセント含めてもよく、その際、アミノシランは例えば約５０～約
９９．９重量パーセント、約６０～約９９重量パーセント、または約７０～約９５重量パ
ーセントであり、この２つの成分の合計は約１００％となる。正孔阻止層の厚さは任意の
好適な値でよく、例えば約０．０１～約１ミクロン、約０．０２～約０．５ミクロン、約
０．０３～約０．２ミクロンである。
【００２５】
　下引き層または正孔阻止層に多くのポリマーバインダ、例えばポリビニルブチラール樹
脂等のポリアセタール樹脂、メラミン樹脂等のアミノプラスト樹脂、またはそれらの樹脂
混合物を更に含めることもでき、これらの樹脂または樹脂混合物は主に、アミノシランと
ホスホネートの混合物および下引き層に存在し得るその他公知の好適な成分を分散させる
ように機能する。
【００２６】
ポリマーバインダの例
　実施形態では、下引き層の成分としてアミノプラスト樹脂を選択してもよい。アミノプ
ラスト樹脂とは、例えば、窒素含有物質とホルムアルデヒドから作製されるアミノ樹脂の
一種であり、ここで窒素含有物質としては、例えばメラミン、尿素、ベンゾグアナミン、
およびグリコールウリルが含まれる。下引き層中のバインダとしてはまた、メラミンとホ
ルムアルデヒドから調製されるアミノ樹脂とみなされる、メラミン樹脂も含まれる。メラ
ミン樹脂は種々の商標名、例えばＣＹＭＥＬ（登録商標）、ＢＥＥＴＬＥ（商標）、ＤＹ
ＮＯＭＩＮ（商標）、ＢＥＣＫＡＭＩＮＥ（商標）、ＵＦＲ（商標）、ＢＡＫＥＬＩＴＥ
（商標）、ＩＳＯＭＩＮ（商標）、ＭＥＬＡＩＣＡＲ（商標）、ＭＥＬＢＲＩＴＥ（商標
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ＬＴＲＡＰＡＳ（商標）で知られているが、これらに限定されるものではない。本明細書
において、尿素樹脂は、尿素とホルムアルデヒドから作られるアミノ樹脂である。尿素樹
脂は種々の商標名、例えばＣＹＭＥＬ（登録商標）、ＢＥＥＴＬＥ（商標）、ＵＦＲＭ（
商標）、ＤＹＮＯＭＩＮ（商標）、ＢＥＣＫＡＭＩＮＥ（商標）、およびＡＭＩＲＥＭＥ
（商標）で知られているが、これらに限定されるものではない。
【００２７】
　種々の実施形態で、メラミン樹脂は以下の式で表すことができる。
【００２８】
【化５】

【００２９】
　式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、およびＲ6はそれぞれ独立して水素原子、または例え
ば炭素数１～約８の、より具体的には炭素数１～約４の、アルキル鎖を表す。実施形態で
は、メラミン樹脂は水溶性、分散性、または非分散性である。メラミン樹脂の具体例とし
ては、高アルキル化／アルコキシ化、部分アルキル化／アルコキシ化、または混合アルキ
ル化／アルコキシ化メラミン樹脂；メチル化、ｎ－ブチル化、またはイソブチル化メラミ
ン樹脂；ＣＹＭＥＬ（登録商標）３５０、９３７０等の高メチル化メラミン樹脂；ＣＹＭ
ＥＬ（登録商標）３２３、３２７等のメチル化高イミノメラミン樹脂（部分メチロール化
および高アルキル化）；ＣＹＭＥＬ（登録商標）３７３、３７０等の部分メチル化メラミ
ン樹脂（高メチロール化および部分メチル化）；ＣＹＭＥＬ（登録商標）１１３０、３２
４等の高固体混合エーテルメラミン樹脂；ＣＹＭＥＬ（登録商標）１１５１、６１５等の
ｎ－ブチル化メラミン樹脂；ＣＹＭＥＬ（登録商標）１１５８等のｎ－ブチル化高イミノ
メラミン樹脂；およびＣＹＭＥＬ（登録商標）２５５－１０等のイソ－ブチル化メラミン
樹脂が含まれる。ＣＹＭＥＬ（登録商標）メラミン樹脂はＣＹＴＥＣ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉ
ｅｓ社から市販されており、更により具体的には、メラミン樹脂はメチル化ホルムアルデ
ヒド－メラミン樹脂、メトキシメチル化メラミン樹脂、エトキシメチル化メラミン樹脂、
プロポキシメチル化メラミン樹脂、ブトキシメチル化メラミン樹脂、ヘキサメチロールメ
ラミン樹脂、アルコキシアルキル化メラミン樹脂（メトキシメチル化メラミン樹脂等）、
エトキシメチル化メラミン樹脂、プロポキシメチル化メラミン樹脂、ブトキシメチル化メ
ラミン樹脂、およびこれらの混合物からなる群から選択することができる。
【００３０】
下引き層の尿素樹脂バインダの例は、以下の式で表すことができる；
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【化６】

【００３１】
式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、およびＲ4はそれぞれ独立して水素原子、例えば炭素数１～約８ま
たは炭素数１～４の、アルキル鎖を表し、尿素樹脂は水溶性、分散性、または非分散性で
あってもよい。尿素樹脂は、高アルキル化／アルコキシ化、部分アルキル化／アルコキシ
化、または混合アルキル化／アルコキシ化されたものであってよく、より具体的には、尿
素樹脂はメチル化、ｎ－ブチル化、またはイソブチル化ポリマーである。尿素樹脂の具体
例としては、ＣＹＭＥＬ（登録商標）Ｕ－６５、Ｕ－３８２等のメチル化尿素樹脂；ＣＹ
ＭＥＬ（登録商標）Ｕ－１０５４、ＵＢ－３０－Ｂ等のｎ－ブチル化尿素樹脂；ＣＹＭＥ
Ｌ（登録商標）Ｕ－６６２、ＵＩ－１９－Ｉ等のイソブチル化尿素樹脂が含まれる。ＣＹ
ＭＥＬ（登録商標）尿素樹脂はＣＹＴＥＣ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ社から市販されている
。
【００３２】
　ベンゾグアナミンバインダ樹脂の下引き層の例は、以下の式で表すことができる。
【００３３】

【化７】

【００３４】
　式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、およびＲ4はそれぞれ独立して、水素原子または本明細書に記載
のアルキル鎖を表す。実施形態では、ベンゾグアナミン樹脂は水溶性、分散性、または非
分散性である。ベンゾグアナミン樹脂は、高アルキル化／アルコキシ化、部分アルキル化
／アルコキシ化、または混合アルキル化／アルコキシ化材料であってよい。ベンゾグアナ
ミン樹脂の具体例としては、メチル化、ｎ－ブチル化、またはイソブチル化されたものが
含まれ、このようなベンゾグアナミン樹脂の例はＣＹＭＥＬ（登録商標）６５９、５０１
０、５０１１である。ＣＹＭＥＬ（登録商標）のベンゾグアナミン樹脂はＣＹＴＥＣ　Ｉ
ｎｄｕｓｔｒｉｅｓ社から市販されている。ベンゾグアナミン樹脂の例としては、一般に
ベンゾグアナミンとホルムアルデヒドから作られるアミノ樹脂を含むものであってもよい
。ベンゾグアナミン樹脂は種々の商標名、例えばＣＹＭＥＬ（登録商標）、ＢＥＥＴＬＥ
（商標）、およびＵＦＯＲＭＩＴＥ（商標）で知られているが、これらに限定されるもの
ではない。グリコールウリル樹脂はグリコールウリルとホルムアルデヒドから得られるア
ミノ樹脂であり、種々の商標名、例えばＣＹＭＥＬ（登録商標）およびＰＯＷＤＥＲＬＩ
ＮＫ（商標）で知られているが、これらに限定されるものではない。アミノプラスト樹脂
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は、高アルキル化または部分アルキル化されたものであってよい。
【００３５】
以下の式はグリコールウリル樹脂下引バインダの例である。
【００３６】
【化８】

【００３７】
　式中Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、およびＲ4はそれぞれ独立して、水素原子、または本明細書に記載
の、例えば炭素数１～約８、または炭素数１～約４の、アルキル鎖を表す。グリコールウ
リル樹脂は水溶性、分散性、または非分散性であってよい。グリコールウリル樹脂の例と
しては、高アルキル化／アルコキシ化、部分アルキル化／アルコキシ化、または混合アル
キル化／アルコキシ化されたものがふくまれ、より具体的にはグリコールウリル樹脂は、
メチル化、ｎ－ブチル化、またはイソブチル化されていてもよい。グリコールウリル樹脂
の具体例としてはＣＹＭＥＬ（登録商標）１１７０、１１７１が含まれる。ＣＹＭＥＬ（
登録商標）グリコールウリル樹脂はＣＹＴＥＣ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ社から市販されて
いる。
【００３８】
　実施形態では、ポリアセタール樹脂の正孔阻止層または下引き層バインダには、アルデ
ヒドとアルコールの周知の反応により生成するポリビニルブチラールが含まれる。アルコ
ール１分子をアルデヒド１分子に加えるとヘミアセタールが生成する。ヘミアセタールは
その本質的な不安定性のため、ほとんど単離されず、別のアルコール１分子と更に反応し
て安定なアセタールを生成する。ポリビニルアセタールは、アルデヒドとポリビニルアル
コールから調製される。ポリビニルアルコールは、ポリ酢酸ビニルの加水分解により生じ
るアセテート基および水酸基を種々の割合で含有する高分子量樹脂である。アセタール反
応の条件および使用する特定のアルデヒドおよびポリビニルアルコールの濃度は、所定の
比率の水酸基、アセテート基、およびアセタール基を含むポリマーを形成するように調整
される。ポリビニルブチラールは以下の式で表すことができる。
【００３９】
【化９】

【００４０】
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　ポリビニルブチラール（Ａ）、ポリビニルアルコール（Ｂ）、およびポリ酢酸ビニル（
Ｃ）の比率は調整され、これらは分子上にランダムに分布する。ポリビニルブチラール（
Ａ）のモルパーセントは約５０～約９５であり、ポリビニルアルコール（Ｂ）のモルパー
セントは約５～約３０であり、ポリ酢酸ビニル（Ｃ）のモルパーセントは約０～約１０で
ある。ビニルブチラール（Ａ）に加えて、ビニルイソブチラール（Ｄ）、ビニルプロピラ
ール（Ｅ）、ビニルアセトアセタール（ｖｉｎｙｌ　ａｃｅｔａｃｅｔａｌ）（Ｆ）、ビ
ニルホルマル（Ｇ）等、その他のビニルアセタールが分子中に存在してもよい。１分子中
の全モノマー単位の総モルパーセントは約１００である。
【００４１】
　正孔阻止層のポリビニルブチラールの例としては、ＢＵＴＶＡＲ（商標）Ｂ－７２（Ｍ

W＝１７０，０００～２５０，０００、Ａ＝８０、Ｂ＝１７．５～２０、Ｃ＝０～２．５
）、Ｂ－７４（ＭW＝１２０，０００～１５０，０００、Ａ＝８０、Ｂ＝１７．５～２０
、Ｃ＝０～２．５）、Ｂ－７６（ＭW＝９０，０００～１２０，０００、Ａ＝８８、Ｂ＝
１１～１３、Ｃ＝０～１．５）、Ｂ－７９（ＭW＝５０，０００～８０，０００、Ａ＝８
８、Ｂ＝１０．５～１３、Ｃ＝０～１．５）、Ｂ－９０（ＭW＝７０，０００～１００，
０００、Ａ＝８０、Ｂ＝１８～２０、Ｃ＝０～１．５）、およびＢ－９８（ＭW＝４０，
０００～７０，０００、Ａ＝８０、Ｂ＝１８～２０、Ｃ＝０～２．５）、以上は全てＳｏ
ｌｕｔｉａ社（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ、ＭＯ）から市販；Ｓ－ＬＥＣ（商標）ＢＬ－１（重合
度＝３００、Ａ＝６３±３、Ｂ＝３７、Ｃ＝３）、ＢＭ－１（重合度＝６５０、Ａ＝６５
±３、Ｂ＝３２、Ｃ＝３）、ＢＭ－Ｓ（重合度＝８５０、Ａ＞＝７０、Ｂ＝２５、Ｃ＝４
～６）、ＢＸ－２（重合度＝１，７００、Ａ＝４５、Ｂ＝３３、Ｃ＝２０）、以上は全て
積水化学工業株式会社（東京、日本）から市販、が含まれる。
【００４２】
　正孔阻止層は、単一の樹脂バインダを含んでもよく、バインダの混合物（例えば２～約
７種類の樹脂の混合物）等を含んでもよく、混合物の場合、パーセントで表した各樹脂の
量は、混合物が第１の樹脂および第２の樹脂を約１００重量パーセント含むか、第１、第
２、および第３の樹脂を約１００重量パーセント含むかにより変わる。
【００４３】
　実施形態では、下引き層は有機顔料、有機色素等の種々の着色剤を含んでもよい。着色
剤は、約０．５～約２０重量パーセント、より具体的には１～約１２重量パーセント等の
、種々の好適な量を選択することができる。
【００４４】
光導電体層の例
　光導電体についての節は前記出願と同じであり、再び言及する必要はないであろう。光
導電性基板層の厚さは、経済的検討事項、電気的特性等の多くの要因に依存する。このた
め、光導電性基板層のは、例えば約５００～約２，０００ミクロン、約３００～約７００
ミクロン等、３，０００ミクロンを超える実質的な厚さでもよく、または最小限の厚さで
あってもよい。実施形態では、光導電性基板層の厚さは約７５ミクロン～約３００ミクロ
ンまたは約１００～約１５０ミクロンである。
【００４５】
　基板は、不透明、実質的に透明、その他多くの好適な公知の形態が可能であり、また、
必要とされる機械的特性を有する任意の好適な材料が含まれてよい。したがって、基板は
、無機組成物または有機組成物等の、非電気導電性または電気導電性の材料の層を含んで
もよい。非電気導電性材料としては、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアミド、ポ
リウレタン等、この目的のために公知の種々の樹脂を使用することができ、これらは薄い
ウェブ（ｔｈｉｎ　ｗｅｂ）のように柔軟性である。電気導電性基板は任意の好適な金属
、例えばアルミニウム、ニッケル、スチール、銅等であってよく、また、炭素、金属粉末
等、または電気導電性有機材料等の電気導電性材料を充填した、前述のポリマー材料であ
ってもよい。電気絶縁性基板または電気導電性基板は、エンドレスフレキシブルベルト、
ウェブ、剛性シリンダー、シート等の形態であってよい。基板層の厚さは、所望の強度、
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経済的検討事項等の多くの要因に依存する。ドラムについては、本明細書で参照している
同時係属出願に開示されているように、基板層の実質的な厚さは、例えば数センチ（ｍａ
ｎｙ　ｃｅｎｔｉｍｅｔｅｒｓ）までの相当な厚さであってもよく、１ミリメートル未満
の最小限の厚さであってもよい。同様に、フレキシブルベルトは、最終的な電子写真デバ
イスに悪影響を与えなければ、例えば約２５０マイクロメートルの実質的な厚さであって
もよく、約５０マイクロメートル未満の最小限の厚さであってもよい。基板層が導電性で
ない実施形態において、電気導電性コーティングによって基板層の表面に電気導電性を付
与してもよい。この導電性コーティングの厚さは、光学的透明性、所望の柔軟性の程度、
および経済的要因に依存してかなり広範囲にわたって変わり得る。
【００４６】
　基板の実例は、本明細書に記載されており、より具体的には本開示の画像形成部材に選
択される基板である。この基板は不透明であっても実質的に透明であってもよく、また、
チタンを含有する市販のポリマーであるＭＹＬＡＲ（登録商標）等の無機または有機ポリ
マー材料といった絶縁性材料層および、半導電性表面層を有する有機または無機材料（例
えば上に配置された酸化インジウムスズ若しくはアルミニウム）またはアルミニウム、ク
ロム、ニッケル、黄銅等の導電性材料の層を含んでもよい。基板は柔軟性、シームレス、
または剛性であってよく、プレート、円筒形ドラム、巻物（ｓｃｒｏｌｌ）、エンドレス
フレキシブルベルト等の多くの異なる形状であってよい。実施形態では、基板はシームレ
スフレキシブルベルトの形態である。いくつかの状況では、特に基板がフレキシブル有機
ポリマー材料である場合、例えばＭＡＫＲＯＬＯＮ（登録商標）として市販されているポ
リカーボネート材料等のカーリング防止層を基板の裏にコーティングすることが望ましい
場合がある。
【００４７】
　実施形態の電荷発生層は、例えば多くの公知の電荷発生顔料を含む。電荷発生顔料とし
ては、例えばＶ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン、ＩＶ型またはＶ型のチタニルフタ
ロシアニンまたはクロロガリウムフタロシアニン；ＶＭＣＨ（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
社から入手可能）等のポリ（塩化ビニル－ｃｏ－酢酸ビニル）コポリマーまたはポリカー
ボネート等の樹脂バインダが含まれる。一般的に、電荷発生層は、金属フタロシアニン、
金属不含フタロシアニン、アルキルヒドロキシガリウムフタロシアニン、ヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン、クロロガリウムフタロシアニン、ペリレン、特にビス（ベンズイミ
ダゾ）ペリレン、チタニルフタロシアニン等、より具体的にはバナジルフタロシアニン、
Ｖ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン、無機成分（セレン、セレン合金、三方晶セレン
等）等の、公知の電荷発生顔料を含んでもよい。電荷発生顔料は、電荷輸送層に選択した
樹脂バインダと同様な樹脂バインダに分散させてもよいし、あるいは樹脂バインダが存在
しなくてもよい。一般的に、電荷発生層の厚さは、他の層の厚さ、電荷発生層中に含まれ
る電荷発生材料の量等の多くの要因に依存する。したがって、電荷発生層の厚さは、例え
ば約０．０５ミクロン～約１０ミクロンであってもよく、より具体的には、例えば電荷発
生組成物が約３０～約７５体積パーセントの量で存在するとき、約０．２５ミクロン～約
２ミクロンであってもよい。実施形態における電荷発生層の最大の厚さは、感光性、電気
的性質、機械的検討事項等の要因に主に依存する。電荷発生層バインダ樹脂は、種々の好
適な量、例えば約１～約５０重量パーセント、より具体的には約１～約１０重量パーセン
トであってよく、この樹脂は、ポリ（ビニルブチラール）、ポリ（ビニルカルバゾール）
、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリ（塩化ビニル）、ポリアクリレートおよびポリ
メタクリレート、塩化ビニルと酢酸ビニルのコポリマー、フェノール樹脂、ポリウレタン
、ポリ（ビニルアルコール）、ポリアクリロニトリル、ポリスチレン等の多くの公知のポ
リマーから選択することができる。デバイスの既にコーティングされている他の層を実質
的に乱さないか悪影響を与えないコーティング溶剤を選択することが望ましい。しかし、
一般的に、約１０体積パーセント～約９５体積パーセントの樹脂系バインダに約５体積パ
ーセント～約９０体積パーセントの電荷発生顔料が分散されるか、約７０体積パーセント
～約８０体積パーセントの樹脂系バインダ組成物に約２０体積パーセント～約３０体積パ
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ーセントの電荷発生顔料が分散される。ある実施形態では、約９２体積パーセントの樹脂
系バインダ組成物に約８体積パーセントの電荷発生顔料が分散される。電荷発生層用のコ
ーティング溶剤の例としては、ケトン、アルコール、芳香族炭化水素、ハロゲン化脂肪族
炭化水素、エーテル、アミン、アミド、エステルが含まれる。溶剤の具体例としては、シ
クロヘキサノン、アセトン、メチルエチルケトン、メタノール、エタノール、ブタノール
、アミルアルコール、トルエン、キシレン、クロロベンゼン、四塩化炭素、クロロホルム
、塩化メチレン、トリクロロエチレン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、ジエチルエー
テル、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、ブチルアセテート、エチルアセテ
ート、メトキシエチルアセテートが含まれる。
【００４８】
　電荷発生層は、セレンおよびセレンとヒ素、テルル、ゲルマニウム等との合金のアモル
ファス膜；水素化アモルファスシリコン；並びに真空蒸着または真空堆積により作製され
た、シリコンとゲルマニウム、炭素、酸素、窒素等との化合物を含んでもよい。電荷発生
層はまた、膜を形成するポリマーバインダ中に分散されて、溶剤コーティング技術により
作製される、結晶性セレンおよびその合金の無機顔料；ＩＩ属～ＶＩ属の化合物；並びに
キナクリドン、ジブロモアンタントロン顔料、ペリレン、ペリノンジアミン等の多環式顔
料、多核式芳香族キノン、ビス－、トリス－、およびテトラキス－アゾを含むアゾ顔料等
の有機顔料を含んでもよい。
【００４９】
　電荷発生層成分のマトリックスとして選択することができるポリマーバインダ材料の例
としては、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリアミド、ポリウレタン、ポリスチレン
、ポリアリールエーテル、ポリアリールスルホン、ポリブタジエン、ポリスルホン、ポリ
エーテルスルホン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイミド、ポリメチルペンテン、
ポリ（フェニレンスルフィド）、ポリ（酢酸ビニル）、ポリシロキサン、ポリアクリレー
ト、ポリビニルアセタール、ポリアミド、ポリイミド、アミノ樹脂、フェニレンオキシド
樹脂、テレフタル酸樹脂、フェノキシ樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリスチレ
ンとアクリロニトリルのコポリマー、ポリ（塩化ビニル）、塩化ビニルと酢酸ビニルのコ
ポリマー、アクリレートコポリマー、アルキド樹脂、セルロース膜形成剤（ｃｅｌｌｕｌ
ｏｓｉｃ　ｆｉｌｍ　ｆｏｒｍｅｒｓ）、ポリ（アミドイミド）、スチレンブタジエンコ
ポリマー、塩化ビニリデン－塩化ビニルコポリマー、酢酸ビニル－塩化ビニリデンコポリ
マー、スチレン－アルキド樹脂、ポリ（ビニルカルバゾール）、等の熱可塑性樹脂および
熱硬化性樹脂が含まれる。これらのポリマーはブロックコポリマー、ランダムコポリマー
、または交互コポリマーであってもよい。
【００５０】
　電荷発生層コーティング混合物を混合して、その後、基板、より具体的には正孔阻止層
や他の層に塗布するために、スプレー法、ディップコーティング法、ロールコーティング
法、巻線ロッドコーティング法（ｗｉｒｅ　ｗｏｕｎｄ　ｒｏｄ　ｃｏａｔｉｎｇ）、真
空昇華等の従来から公知の種々の好適なプロセスを選択することができる。いくつかの方
法では、電荷発生層をドットパターンまたはラインパターンに作成してもよい。溶剤でコ
ーティングされた層の溶剤除去は、オーブン乾燥、赤外線照射乾燥、風乾等の任意の公知
の従来技術で行うことができる。本開示の実施形態のＵＣＬ（下引き層）上への電荷発生
層のコーティングは、電荷発生層の最終的な乾燥厚さが本明細書に記載されている厚さと
なるように行うことができ、例えば約４０℃～約１５０℃で約１～約９０分乾燥した後に
例えば約０．０１～約３０ミクロンとなるように行うことができる。より具体的には、例
えば約０．１～約３０ミクロンまたは約０．５～約２ミクロンの厚さの電荷発生層を、基
板上又は基板と電荷輸送層との間の、他の表面上等に塗布するかまたは付与することがで
きる。電荷発生層を塗布する前に、正孔阻止層またはＵＣＬをグラウンドプレーン層に塗
布してもよい。
【００５１】
　公知の好適な接着層を光導電体に含めてもよい。典型的な接着層材料としては、例えば
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ポリエステル、ポリウレタン等が含まれる。接着層の厚さは種々に変わり得るが、実施形
態では、例えば約０．０５マイクロメートル（５００オングストローム）～約０．３マイ
クロメートル（３，０００オングストローム）である。接着層は、スプレー法、ディップ
コーティング法、ロールコーティング法、巻線ロッドコーティング法、グラビアコーティ
ング法、バードアプリケータコーティィング法等によって正孔阻止層上に付与することが
できる。付与したコーティングの乾燥は、例えばオーブン乾燥、赤外線照射乾燥、風乾等
によって行うことができる。通常正孔阻止層と電荷発生層に接触している、または正孔阻
止層と電荷発生層の間に位置している、設けられていてもよい接着層として、コポリエス
テル、ポリアミド、ポリ（ビニルブチラール）、ポリ（ビニルアルコール）、ポリウレタ
ン、ポリアクリロニトリル等を含む種々の公知の物質を選択することができる。この接着
層の厚さは、例えば約０．００１ミクロン～約１ミクロンまたは約０．１～約０．５ミク
ロンである。必要に応じて、前記接着層は、例えば本開示の実施形態において更に望まし
い電気的特性および光学的特性を提供するために、例えば約１～約１０重量パーセントの
好適で効果的な量の導電性粒子および非導電性粒子（酸化亜鉛、二酸化チタン、窒化シリ
コン、カーボンブラック等）を含んでもよい。
【００５２】
　電荷輸送層には、多くの電荷輸送材料、特に公知の正孔輸送分子を選択することができ
、その例としては以下の式／構造のアリールアミンを含み、この電荷輸送層の厚さは一般
的に約５ミクロン～約７５ミクロン、より具体的には約１０ミクロン～約４０ミクロンで
ある。
【００５３】

【化１０】

【００５４】
　式中、Ｘはアルキル、アルコキシ、およびアリール等の、好適な炭化水素；ハロゲン、
またはその混合物、特にＣｌおよびＣＨ3からなる群から選択される置換基である。並び
に次式で表される分子。
【００５５】



(18) JP 2009-288792 A 2009.12.10

10

20

30

40

50

【化１１】

【００５６】
　式中、Ｘ、Ｙ、およびＺは、独立してアルキル、アルコキシ、若しくはアリール等の炭
化水素；ハロゲン、またはその混合物等、好適な置換基であり、ＹまたはＺのうちの少な
くとも１つは存在する。アルキルおよびアルコキシは、例えば１～約２５個の炭素原子、
より具体的には１～約１２個の炭素原子を含む（例えば、メチル、エチル、プロピル、ブ
チル、ペンチルおよび相当するアルコキシド）。アリールは、フェニル等の６～約３６個
の炭素原子を含んでもよい。ハロゲンとしては、塩化物、臭化物、ヨウ化物、フッ化物等
が含まれる。実施形態では、置換アルキル、置換アルコキシ、および置換アリールを選択
することもできる。少なくとも１つの電荷輸送とは、例えば１個まで、１～約７、１～約
４、１～約２個のことを意味する。
【００５７】
　アリールアミンの具体例としては、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（アルキル
フェニル）－１，１－ビフェニル－４，４’－ジアミン（ここでアルキルは、メチル、エ
チル、プロピル、ブチル、ヘキシル等からなる群から選択される。）、Ｎ，Ｎ’－ジフェ
ニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（ハロフェニル）－１，１’－ビフェニル－４，４’－ジアミン（
ここでハロ置換基はクロロ置換基である。）、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ブチルフェニル）－
Ｎ，Ｎ’－ジ－ｐ－トリル－［ｐ－テルフェニル］－４，４’’－ジアミン、Ｎ，Ｎ’－
ビス（４－ブチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｍ－トリル－［ｐ－テルフェニル］－４，
４’’－ジアミン、Ｎ、Ｎ’－ビス（４－ブチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｏ－トリル
－［ｐ－テルフェニル］－４，４’’－ジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ブチルフェニル
）－Ｎ，Ｎ’－ビス－（４－イソプロピルフェニル）－［ｐ－テルフェニル］－４，４’
’－ジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ブチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス－（２－エチル
－６－メチルフェニル）－［ｐ－テルフェニル］－４，４’’－ジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビ
ス（４－ブチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス－（２，５－ジメチルフェニル）－［ｐ－テ
ルフェニル］－４，４’－ジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－クロ
ロフェニル）－［ｐ－テルフェニル］－４，４’’－ジアミン等が含まれる。例えばその
開示全体を参照により本明細書に引用したものとする米国特許第４，９２１，７７３号お
よび同第４，４６４，４５０号に参照する、その他公知の電荷輸送層用の分子を選択して
もよい。
【００５８】
　１または複数の電荷輸送層に選択されるバインダ材料の例としては、ポリカーボネート
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、ポリアリーレート、アクリレートポリマー、ビニルポリマー、セルロースポリマー、ポ
リエステル、ポリシロキサン、ポリアミド、ポリウレタン、ポリ（シクロオレフィン）、
エポキシ、およびこれらのランダムコポリマーまたは交互コポリマーが含まれ、より具体
的には、ポリ（４，４’－イソプロピリデン－ジフェニレン）カーボネート（ビスフェノ
ール－Ａ－ポリカーボネートとも呼ばれる）、ポリ（４，４’－シクロヘキシリジンジフ
ェニレン）カーボネート（ビスフェノール－Ｚ－ポリカーボネートとも呼ばれる）、ポリ
（４，４’－イソプロピリデン－３，３’－ジメチル－ジフェニル）カーボネート（ビス
フェノール－Ｃ－ポリカーボネートとも呼ばれる）等のポリカーボネートが含まれる。実
施形態では、電気的に不活性なバインダは、分子量が約２０，０００～約１００，０００
または好ましくは分子量ＭWが約５０，０００～約１００，０００のポリカーボネート樹
脂を含む。一般的に、輸送層は約１０～約７５重量パーセントの電荷輸送材料、より具体
的には約３５パーセント～約５０パーセントの電荷輸送材料を含む。
【００５９】
　１または複数の電荷輸送層、より具体的には、電荷発生層に接触している第１の電荷輸
送層、およびその上のトップ電荷輸送オーバーコート層または第２の電荷輸送オーバーコ
ート層は、膜を形成する電気的に不活性なポリマー、例えばポリカーボネート、に溶解し
ているかまたは分子的に分散されている電荷輸送小分子を含んでもよい。実施形態におい
て、「溶解している」とは、例えば、小分子がポリマーに溶解して均一相を形成している
溶液を形成することを意味する。「実施形態において分子的に分散されている」とは、例
えば、ポリマー中に小分子が分子スケールで分散されている、ポリマー中に分散されてい
る電荷輸送分子を意味する。種々の電荷輸送小分子または電気的活性小分子を、１または
複数の電荷輸送相に選択することができる。実施形態では、電荷輸送とは、例えば、電荷
発生相で生成した自由電荷が輸送層を横断して輸送されることを可能にするモノマーとし
ての電荷輸送分子を意味する。
【００６０】
　所望であれば、電荷輸送層中の電荷輸送材料に、ポリマー電荷輸送材料、または小分子
電荷輸送材料とポリマー電荷輸送材料との組合せを含めてもよい。
【００６１】
　例えば側方電荷移動（ｌａｔｅｒａｌ　ｃｈａｒｇｅ　ｍｉｇｒａｔｉｏｎ；ＬＣＭ）
の抵抗改善を可能にするために、複数の電荷輸送層または少なくとも１つの電荷輸送層に
必要に応じて導入してもよい成分または材料の例として、テトラキスメチレン（３，５－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナメート）メタン（ＩＲＧＡＮＯＸ（
商標）１０１０；Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ社から入手可能）、
ブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）等のヒンダードフェノール系酸化防止剤、並びに
その他ＳＵＭＩＬＩＺＥＲ（商標）ＢＨＴ－Ｒ、ＭＤＰ－Ｓ、ＢＢＭ－Ｓ、ＷＸ－Ｒ、Ｎ
Ｗ、ＢＰ－７６、ＢＰ－１０１、ＧＡ－８０、ＧＭ、およびＧＳ（住友化学株式会社から
入手可能）、ＩＲＧＡＮＯＸ（商標）１０３５、１０７６、１０９８、１１３５、１１４
１、１２２２、１３３０、１４２５ＷＬ、１５２０Ｌ、２４５、２５９、３１１４、３７
９０、５０５７、および５６５（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
ｓ社から入手可能）、ＡＤＥＫＡ　ＳＴＡＢ（商標）ＡＯ－２０、ＡＯ－３０、ＡＯ－４
０、ＡＯ－５０、ＡＯ－６０、ＡＯ－７０、ＡＯ－８０、ＡＯ－３３０（旭電化工業株式
会社から入手可能）等のヒンダードフェノール系酸化防止剤；ＳＡＮＯＬ（商標）ＬＳ－
２６２６、ＬＳ－７６５、ＬＳ－７７０、およびＬＳ－７４４（三共株式会社から入手可
能）、ＴＩＮＵＶＩＮ（商標）１４４および６２２ＬＤ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉ
ｅｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社から入手可能）、ＭＡＲＫ（商標）ＬＡ５７、ＬＡ６７、Ｌ
Ａ６２、ＬＡ６８、およびＬＡ６３（旭電化工業株式会社から入手可能）、ＳＵＭＩＬＩ
ＺＥＲ（商標）ＴＰＳ（住友化学株式会社から入手可能）等のヒンダードアミン系酸化防
止剤；ＳＵＭＩＬＩＺＥＲ（商標）ＴＰ－Ｄ（住友化学株式会社から入手可能）等のチオ
エーテル系酸化防止剤；ＭＡＲＫ（商標）２１１２、ＰＥＰ－８、ＰＥＰ－２４Ｇ、ＰＥ
Ｐ－３６、３２９Ｋ、およびＨＰ－１０（旭電化工業株式会社から入手可能）等の亜リン
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酸エステル系酸化防止剤；ビス（４－ジエチルアミノ－２－メチルフェニル）フェニルメ
タン（ＢＤＥＴＰＭ）、ビス－［２－メチル－４－（Ｎ－２－ヒドロキシエチル－Ｎ－エ
チル－アミノフェニル）］－フェニルメタン（ＤＨＴＰＭ）等その他の分子、が含まれる
。電荷輸送層の少なくとも１つに含まれる酸化防止剤の重量パーセントは、約０～約２０
重量パーセント、約１～約１０重量パーセント、または約３～約８重量パーセントである
。
【００６２】
　実施形態における電荷輸送層それぞれの厚さは、例えば約１０～約７５マイクロメート
ル、約１５～約５０マイクロメートルであるが、実施形態でこの範囲外の厚さを選択する
こともできる。電荷輸送層は、正孔輸送層上の静電荷が、その上の静電潜像の形成および
保持を防止するのに十分な割合の照射がない場合には伝導されない程度に、絶縁体である
べきである。一般的に、電荷輸送層と電荷発生層の厚さの比率は約２：１～約２００：１
、場合によっては４００：１であってもよい。電荷輸送層は、意図された使用領域におい
て可視光または可視線を実質的に吸収しないが、光導電層または電荷発生層で生成した正
孔の注入を可能にし、この正孔を輸送して活性層表面上の表面電荷を選択的に放電するこ
とを可能にするという点で、電気的に「活性」である。
【００６３】
　選択する連続電荷輸送層の厚さは、使用するシステム中の帯電器（バイアス帯電ロール
）、クリーニング器（ブレードまたはウェブ）、現像器（ブラシ）、移動器（バイアス移
動ロール）等の摩耗性に依存し、約１０マイクロメートルまで可能である。実施形態では
、各電荷輸送層の厚さは、例えば約１マイクロメートル～約５マイクロメートルとするこ
とができる。オーバーコートトップ電荷輸送層コーティング混合物を混合して、その後光
導電体に塗布するために、種々の好適な従来技術を使用することができる。典型的な塗布
技術としては、スプレー法、ディップコーティング法、ロールコーティング法、巻線ロッ
ドコーティング法等が含まれる。付与したコーティングの乾燥は、オーブン乾燥、赤外線
照射乾燥、風乾等、任意の好適な従来技術で行うことができる。本開示の乾燥オーバーコ
ート層は、画像形成中に正孔を輸送すべきであり、遊離キャリア濃度が高過ぎないべきで
ある。オーバーコート層中の遊離キャリア濃度は、暗減衰を増大させる。
（実施例）
【００６４】
比較例１
　ジルコニウム／チタンのグラウンドプレーン層の調製は、０．０２ミクロン厚のジルコ
ニウム／チタン金属層を、厚さ３．５ミルの２軸延伸ポリエチレンナフタレート基板（Ｋ
ＡＬＥＤＥＸ（商標）２０００）上に真空スパッタリングまたは真空蒸着することで行っ
た。
【００６５】
　続いて、その上に、グラビアアプリケータまたは押し出しコータを用いて、３－アミノ
プロピルトリエトキシシラン（γ－ＡＰＳ）５０グラムと、水４１．２グラムと、酢酸１
５グラムと、変性アルコール６８４．８グラムと、ヘプタン２００グラムとを含む正孔阻
止層溶液を塗布した。次いで、この層を強制エアドライヤー内で１２０℃で約１分間乾燥
させた。得られた正孔阻止層の乾燥厚さは０．０４ミクロンであった。次いで、この正孔
阻止層上に、グラビアアプリケータまたは押し出しコータを用いて湿式コーティングを塗
布することで、接着層を付与した。この接着層は、テトラヒドロフラン／モノクロロベン
ゼン／塩化メチレンの体積比６０：３０：１０混合物中に、溶液総重量に対して０．２重
量パーセントのコポリエステル接着剤（ＡＲＤＥＬ　Ｄ１００（商標）、Ｔｏｙｏｔａ　
Ｈｓｕｔｓｕ社から入手可能）を含むものであった。次いで、接着層をコータの強制エア
ドライヤー中で１２０℃で約１分間乾燥させた。得られた接着層の乾燥厚さは０．０２ミ
クロンであった。
【００６６】
　電荷発生層分散液の調製は、４オンスのガラスボトルに、公知のポリカーボネートＩＵ
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ＰＩＬＯＮ２００（商標）（ＰＣＺ－２００；重量平均分子量２０，０００；三菱ガス化
学株式会社から入手可能）０．４５グラムとテトラヒドロフラン５０ミリリットルとを導
入することで行った。。この溶液に、ヒドロキシガリウムフタロシアニン２．４グラムと
直径１／８インチ（３．２ミリメートル）のステンレス鋼粒（ｓｔａｉｎｌｅｓｓ　ｓｔ
ｅｌｌ　ｓｈｏｔ）３００グラムとを加えた。次いで、この混合物をボールミルに８時間
かけた。その後、２．２５グラムのＰＣＺ－２００をテトラヒドロフラン４６．１グラム
に溶解させ、上記ヒドロキシガリウムフタロシアニン分散液に加えた。次いでこのスラリ
ーをシェイカーに１０分間置いた。その後、得られた分散液を、上記接着層界面にバード
アプリケータを用いて塗布し、湿潤厚さ０．５０ミルの電荷発生層を形成させた。電荷発
生層を強制エアオーブン中で１２０℃で１分間乾燥させ、厚さ０．８ミクロンの乾燥した
電荷発生層を形成した。
【００６７】
　（Ａ）次いで電荷発生層を１層の電荷輸送層でコーティングした。この電荷輸送層は、
褐色瓶にＮ，Ｎ’－ビス（メチルフェニル）－１，１－ビフェニル－４，４’－ジアミン
（ＴＢＤ）とＭW平均分子量約１２０，０００の公知のビスフェノールＡポリカーボネー
トであるポリ（４，４’－イソプロピリデンジフェニル）カーボネート（ＭＡＫＲＯＬＯ
Ｎ（登録商標）５７０５としてＦａｒｂｅｎｆａｂｒｉｋｅｎ　Ｂａｙｅｒ　Ａ．Ｇ．社
から市販）とを重量比５０／５０で導入することで調製した。次いで、得られた混合物を
塩化メチレンに溶かし、固形分（ｓｏｌｉｄｓ）を１５．６重量パーセント含む溶液を得
た。この溶液を電荷発生層に塗布して、乾燥（１２０℃、１分間）後の厚さが２９ミクロ
ンの電荷輸送層コーティングを形成させた。このコーティングプロセスの間、湿度は３０
パーセント以下、例えば２５パーセントであった。
【００６８】
　（Ｂ）別の実施形態では、得られた電荷発生層をその後、２重の電荷輸送層でコーティ
ングした。第１の電荷輸送層は、褐色瓶にＮ，Ｎ’－ビス（メチルフェニル）－１，１－
ビフェニル－４，４’－ジアミン（ＴＢＤ）とＭW平均分子量約１２０，０００の公知の
ビスフェノールＡポリカーボネートであるポリ（４，４’－イソプロピリデンジフェニル
）カーボネート（ＭＡＫＲＯＬＯＮ（登録商標）５７０５として、Ｆａｒｂｅｎｆａｂｒ
ｉｋｅｎ　Ｂａｙｅｒ　Ａ．Ｇ．社から市販）とを重量比５０／５０で導入することで調
製した。次いで、得られた混合物を塩化メチレンに溶かし、固形分を１５．６パーセント
含む溶液を得た。この溶液を電荷発生層に塗布し、乾燥（１２０℃、１分間）後の厚さが
１４．５ミクロンの電荷輸送層コーティングを形成させた。このコーティングプロセスの
間、湿度は３０パーセント以下、例えば２５パーセントであった。
【００６９】
　次いで、第２パス（ｐａｓｓ）において、上記の第１パス電荷輸送層（ＣＴＬ）に第２
トップ電荷輸送層をオーバーコートした。トップ電荷輸送層溶液は、褐色瓶にＮ，Ｎ’－
ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－１，１’－ビフェニル－４，４’
－ジアミンと平均分子量が約５０，０００～約１００，０００の公知のポリカーボネート
樹脂であるＭＡＫＲＯＬＯＮ（登録商標）５７０５（Ｆａｒｂｅｎｆａｂｒｉｋｅｎ　Ｂ
ａｙｅｒ　Ａ．Ｇ．社から市販）とを重量比０．３５：０．６５で導入することで調製し
た。次いで、得られた混合物を塩化メチレンに溶かし、固形分を１５重量パーセント含む
溶液を得た。この溶液を、２ミルのバードバー（Ｂｉｒｄ　ｂａｒ）を用いて、電荷輸送
層のボトム層に塗布し、乾燥（１２０℃、１分間）後の厚さが１４．５ミクロンのコーテ
ィングを形成させた。このコーティングプロセスの間、湿度は１５パーセント以下であっ
た。２層のＣＴＬの合計の厚さは２９ミクロンであった。
【００７０】
比較例２
　上記比較例１の（Ａ）および（Ｂ）のプロセスを以下の点のみ変更して行うことで２種
類の光導電体２（Ａ）および２（Ｂ）を作製した。すなわちジルコニウム／チタングラウ
ンドプレーンの代わりに、厚さ３．５ミルの２軸延伸ポリエチレンナフタレート基板（Ｋ
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ＡＬＥＤＥＸ（商標）２０００）上に真空スパッタリングまたは真空蒸着により堆積させ
た、０．０３５ミクロンの金グラウンドプレーンを選択した。
【００７１】
実施例Ｉ
　比較例２（Ａ）のプロセスを以下の点のみ変更して行うことで光導電体を作製した；正
孔阻止層溶液に１０重量パーセントのＮ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエチル）アミノ
メタンホスホン酸ジエチルエステルを更に加えることにより正孔阻止層を調製し、得られ
た厚さ０．０４ミクロンの正孔阻止層を金グラウンドプレーン（０．０３５ミクロン）上
にコーティングし、乾燥（１２０℃、１分間）させた。
【００７２】
実施例ＩＩ
　比較例２（Ａ）のプロセスを以下の点のみ変更して行うことで光導電体を作製した；正
孔阻止層溶液に２０重量パーセントのジエチル（フタルイミドメチル）ホスホネートを更
に加えることにより正孔阻止層溶液を調製し、得られた厚さ０．０４ミクロンの正孔阻止
層を金グラウンドプレーン（０．０３５ミクロン）上にコーティングし、乾燥（１２０℃
、１分間）させた。
【００７３】
実施例ＩＩＩ
　実施例ＩおよびＩＩのプロセスを以下の点のみ変更して行うことで、多数の光導電体を
作製した；正孔阻止層に、Ｎ，Ｎ－ビス－（２－ヒドロキシルエチル）アミノメタンホス
ホン酸ジエチルエステルまたはジエチル（フタルイミドメチル）ホスホネートの代わりに
、１０重量パーセントの（メチルチオメチル）ホスホン酸ジエチルエステル、２－ヒドロ
キシエチルホスホン酸ジメチルエステル、シアノメチルホスホン酸ジエチルエステル、ジ
－ｎ－ブチルＮ，Ｎ－ジエチルカルバモイルメチルホスホネート、ジブチルＮ，Ｎ－ジエ
チルカルバモイルホスホネート、ジエチル１－ピロリジンメチルホスホネート、ジエチル
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、ジフェニル（２
，３－ジヒドロ－２－チオキソ－３－ベンゾオキサゾリル）ホスホネート、モノエチル３
，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、テトラエチル［４
，４’－ビフェニリレンビス（メチレン）］ビスホスホネート、ジエチル４－メトキシフ
ェニルホスホネート、テトラエチル［アントラセン－９，１０－ジイルビス（メチレン）
］ビスホスホネート、ジエチルベンジルホスホネート、ビス（２，２，２－トリフルオロ
エチル）（メトキシカルボニルメチル）ホスホネート、ジエチルフェナシルホスホネート
、ジエチル（３－クロロベンジル）ホスホネート、ジエチルシアノホスホネート、または
ジエチルフェニルホスホネートを含ませた。
【００７４】
電気的特性試験
　上記の比較例１（Ａ）および２（Ａ）並びに実施例ＩおよびＩＩで作製した光導電体を
、１回の帯電－除電サイクルに続けて１回の帯電－露光－除電サイクルの順で行う光放電
サイクルが得られる設定したスキャナを用いて試験した。サイクルと共に光強度を漸増さ
せて、測定した種々の露光強度における感光性および表面電位から一連の光放電特性（Ｐ
ＩＤＣ）曲線を得た。また、表面電位を漸増させながら一連の帯電－除電サイクルを行い
種々の電圧に対する電荷密度曲線を描き、更なる電気的特性を得た。スキャナには、種々
の表面電位で一定の電圧を荷電するように設定したスコロトロンを取り付けた。これら２
種類の光導電体を、一連のニュートラルデンシティーフィルターを調整することで露光強
度を漸増させながら、表面電位５００ボルトで試験した。露光光源は７８０ナノメートル
の発光ダイオードであった。ゼログラフィーのシミュレーションは、乾燥条件（相対湿度
１０パーセント、２２℃）に環境が調節された遮光チャンバーで行った。
【００７５】
　上記で作製した光導電体は、実質的に同様なＰＩＤＣを示した。したがって、正孔阻止
層または下引き層へのホスホネートの導入は光導電体の電気的特性に悪影響を与えなかっ
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た。
【００７６】
電荷不足スポット（ＣＤＳ）の測定
　上記で引用した米国特許第６，００８，６５３号および同第６，１５０，８２４号は、
電子写真画像形成部材中における表面電位の電荷パターンをフローティングプローブを用
いて検出する方法を開示している。フローティングプローブマイクロ欠陥スキャナ法（Ｆ
ＰＳ：Ｆｌｏａｔｉｎｇ　Ｐｒｏｂｅ　Ｍｉｃｒｏ　Ｄｅｆｅｃｔ　Ｓｃａｎｎｅｒ）は
、電子写真画像形成部材中の表面電位電荷パターンを検出する非接触式の方法である。こ
のスキャナは以下のものを備える：外側シールド電極を有する容量性プローブ（ｃａｐａ
ｃｉｔｉｖｅ　ｐｒｏｂｅ）であって、前記外側シールド電極がプローブを画像形成表面
に近接かつ離間するように維持してプローブと画像形成表面との間に気体を有する平行平
板コンデンサを形成させる、容量性プローブ；容量性プローブと画像形成表面の間の相対
移動を確立する、プローブに光学的に接続されたプローブ増幅器；およびプローブと画像
形成表面の距離を実質的に一定に保つ浮動固定具。プローブと画像形成表面とが相互に通
過する相対移動に先だって、画像形成表面に定電圧電荷を印加し、プローブを、ブレーク
ダウンを防止するために、画像形成表面の平均表面電位が約＋／－３００ボルトの範囲内
で同期にバイアスし、プローブで表面電位の変動を測定し、この表面電位の変動をプロー
ブと画像形成表面の距離の変動について補正し、補正された電圧値を基準電圧値と比較し
て、電子写真画像形成部材の電荷パターンを検出する。この方法は、高分解能容量性プロ
ーブと、バイアス電圧増幅器に結合された低空間分解能静電電圧計と、プローブおよび電
圧計に離間して容量結合した画像形成表面を有する画像形成部材と、を備えた非接触式走
査システムを用いて行われてもよい。プローブは、同軸の外側ファラデー・シールド電極
によって囲まれかつそのシールド電極から絶縁された内側電極を備え、この内側電極は光
結合増幅器（ｏｐｔｏ－ｃｏｕｐｌｅｄ　ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）に接続され、ファラデー
・シールドはバイアス電圧増幅器に接続されている。電荷不足スポットを測定するために
は、２０ボルトの閾値が一般に選択される。上記で作製した光導電体（比較例１（Ａ）お
よび２（Ａ）、実施例ＩおよびＩＩ）を、前述のＦＰＳ技術を用いてＣＤＳカウントを測
定した。結果は表１の通りである。
【００７７】
【表１】

【００７８】
　アミノシラン正孔阻止層は、Ｔｉ／Ｚｒグラウンドプレーンからの正孔を阻止するのに
十分であり、ＣＤＳカウントが低く、具体的には比較例１（Ａ）で約１８カウント／ｃｍ
2であった。しかし、同じ正孔阻止層でも、金グラウンドプレーンからの正孔を阻止する
には不十分であり、ＣＤＳカウントが高く、具体的には比較例２（Ａ）で約１３２カウン
ト／ｃｍ2であった。
【００７９】
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　金グラウンドプレーンについて、アミノシラン正孔阻止層にホスホネートを導入した場
合、上記データによれば、正孔阻止が向上した。その結果、上記のアミノシラン正孔阻止
層にホスホネートを導入する（実施例ＩおよびＩＩ）ことによって、ＣＤＳカウントはそ
れぞれ約２５および１９カウント／ｃｍ2に減少した。これは比較例１（Ａ）のＴｉ／Ｚ
ｒグラウンドプレーン上に堆積させたアミノシラン正孔阻止層にほぼ匹敵する。
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